
東京港における海岸防災機能の維持・強化（防災・安全）

平成28年度　～　令和４年度　（7年間） 東京都

地震時において東京港の背後地を浸水被害から守るために必要な護岸の耐震性確保率を77%（R4）とする。
水門・排水機場の耐震・耐水性確保率を100％（R4)とする。

本計画で対象としている老朽化対策を実施した数量

本計画で対象としている緊急対策を実施した数量

A　海岸事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 （百万円） 策定状況

A-1 海岸 一般 東京都 直接 東京都 高潮 継続 52,015

A-2 海岸 一般 東京都 直接 東京都 老朽化 新規 1,972

合計 53,987 －

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 全体事業費

種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 （百万円）

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業
事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

事業者

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）
事業内容

事業者

水門5基、排水施設1基

事業及び
施設種別

番号

番号

備考
（面積等）

護岸L=16,000m、港南四水門、水門12箇所、排水
機場2箇所、陸こう遠隔制御システム構築一式

東京港海岸

東京港海岸

東京港海岸

事業実施期間（年度）

事業実施期間（年度）

省略

工種
要素となる事業名 事業内容 市町村名

市町村名
全体事業費
（百万円）

要素となる事業名

東京港海岸

事業内容 市町村名

（R4末）

0基 6基

（H28当初）

水門・排水機場の耐震性確保率は、地震時において東京港の背後地を浸水被害から守るために必要な水門・排水機場のうち、耐震・耐水対策が完了した水門・排水機場の割合
（水門・排水機場等の耐震・耐水確保率）＝（耐震・耐水整備完了済みの水門・排水機場数）/（浸水被害を防止するために必要な水門・排水機場数）

交付対象事業

Ｄ － 0.0%

0基

－全体事業費 －Ｂ53,987百万円 Ｃ合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

Ａ 53,987百万円

令和４年２月３日

0基

6基

0基

社会資本総合整備計画
計画の名称

交付対象

計画の目標

計画の期間

大規模地震水害や伊勢湾台風級の高潮から都民の生命と財産を守り、首都東京の中枢機能を確保するため、海岸保全施設の耐震対策や老朽化対策を実施する。

　　定量的指標の定義及び算定式

　　計画の成果目標（定量的指標）

当初現況値

護岸の耐震性確保率は、地震時において東京港の背後地を浸水被害から守るために必要な護岸のうち、耐震整備が完了した護岸の割合

（浸水被害を防止する堤防・護岸の耐震性確保率）＝（整備済み堤防・護岸の延長）/（浸水被害を防止するために必要な堤防・護岸の延長）

（H30末）

定量的指標の現況値及び目標値

最終目標値中間目標値

重点計画の該当

備考

効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

15% 47% 77%

14% 79% 100%

備考

備考



水の安全・安心基盤整備（図面）

計画の名称 東京港における海岸防災機能の維持・強化

計画の期間 平成28年度　～　令和4年度　（7年間） 東京港交付対象

防潮堤

水門廃止に伴う防潮堤整

内部護岸

水門（耐震対策）

水門（耐水対策）

海岸保全区域（予

計画対象

凡例

排水機場

1-A2高潮 A-1高潮

内部護岸

水門

計画対象外

凡例

水門廃止に伴う防潮堤整備

排水機場



水の安全・安心基盤整備（図面）

計画の名称 東京港における海岸防災機能の維持・強化

計画の期間 平成28年度　～　令和4年度　（7年間） 東京港交付対象

凡例

A-2

老朽化

水門

排水機場



チェック欄

　１）計画の目標が港湾計画の方針と適合している。 ○

　２）港湾計画等と整合性が確保されている。 ○

　３）計画の目標が東京湾沿岸海岸保全基本計画と整合している。 ○

　４）計画の目標が地域防災計画等と整合している。 ○

　１）東京港の課題等を踏まえた目標が設定されている。 ○

　１）整備計画の目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 ○

　２）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 ○

　３）指標・数値目標が分かりやすいものとなっている。 ○

　１）事業実施により十分な事業効果が発揮される。 ○

　２）事業連携等による相乗効果が得られるものとなっている。 ○

　３）地域の実情に応じた創意工夫に基づく事業が盛り込まれている。 ○

　１）計画の具体性など、事業の熟度が高い。 ○

　２）事業計画のスケジュールは妥当なものとなっている。 ○

②地元の熱意

　１）海岸事業の実施に向けた機運が高い。 ○

③円滑な事業執行の環境

　１）計画に記載された事業に関連する地方公共団体等の理解が得られている。 ○

　２）計画内容に関し、関係者等の合意形成が整っている。 ○

②地域の課題への対応

社会資本整備総合交付金チェックシート

計画の名称：  東京港における海岸防災機能の維持・強化
事業主体名：　東京都

Ⅰ．目標の妥当性

①基本方針・上位計画等との適合等

Ⅱ．計画の効果・効率性

①目標と事業内容の整合性等

②事業の効果

Ⅲ．計画の実現可能性

①計画の具体性


